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我が国水産業の成長産業化と持続可能な漁業を実現するための要望 

 

 

我々漁業者ならびにＪＦグループは、新漁業法の下、新たな資源管

理の推進をはじめ自ら改革を実践し、成長産業化を成し遂げ、持続可

能な漁業を実現していくものである。 

一方、新型コロナウイルス感染症の長期化、海洋環境変化に伴う不

漁問題、漁業用燃油価格の高騰、新たに発生した北海道太平洋沿岸に

おける赤潮被害や沖縄県・鹿児島県等沿岸における軽石漂着被害など、

漁業者・漁協の経営を取り巻く環境は極めて厳しい状況にある。 

ついては、これら厳しい環境を乗り越えるための収入安定対策等諸

対策をはじめ、以下の事項を実現するため、政府・与党の特段のご尽

力を強く要望申し上げる。 

 

記 

 

 

令和４年度水産関係予算概算要求額の満額確保ならびに 

令和３年度水産関係補正予算の必要額の確保を図ること 
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全国漁連（府県漁協）・信漁連会長、漁済組合長合同会議 

 

全国漁業協同組合連合会  

全国漁業共済組合連合会  

 



(参考：2021年 7月実施 重点要望事項) 

 
令和４年度予算及び令和３年度補正予算要望 

 
 
Ⅰ 新型コロナウイルス感染症に係る継続的な影響緩和対策 
 １．漁業収入安定対策事業の基金の大幅な積み増しおよび拡充・強化 
 ２．特定水産物供給平準化事業の基金化への検討も含めた拡充・強化 
 ３．国産農林水産物等販路多様化緊急対策事業の継続と拡充・強化 
 ４．漁業者等に対する、近代化資金の償還期限延長、無利子化、無担保融資等の継続 
 ５．経営に大きな影響を受ける漁業者等への一時支援金の継続と要件緩和 
 ６．漁業経営セーフティーネット構築事業の発動基準の引下げと基金の大幅な積み増し 

  
Ⅱ 産地市場・漁協等の経営に対する弾力的な金融支援 
 １．漁協等の在立基盤を確立するための新たな対策 
 ２．市場取扱量減少に伴う手数料減少による漁協の事業管理費等への補填 
 ３．漁協・産地市場における必要資金の借入にかかる利子、保証料、求償権償却費等への支

援 
 ４．美しい漁村づくりのための景観保全にかかる環境整備・漁協遊休資産の撤去等支援 
 ５．漁協等に負担をかけず漁獲データの提供・報告等を円滑に行うためのスマート水産業の

取組推進支援 
 
Ⅲ 持続可能な漁業を実現するための取組支援対策 

 １．漁船リース事業、機器等導入事業の新リース事業への統合と基金化 
 ２．漁船・漁具等のリース方式による導入支援を行う「水産業成長産業化沿岸地域創出事業」

の必要予算の確保 
 ３．漁業近代化資金等の制度改正も含めた金融支援措置の拡充・強化 
 ４．太平洋クロマグロ資源管理に係る沿岸漁業者への更なる経営支援策の創設・実施 
 ５．浜の活力再生・成長促進交付金の拡充・強化及び、浜プラン・広域浜プランの実践強化

のための取組支援 
 ６．消費者ニーズを捉えた市場統合・事業統合等販売力強化に向けた取組支援 
 ７．沿岸漁業・漁村の持続的発展等に資する異業種連携の取組支援 
 ８．地元行政と連携した現場指導体制構築への取組支援 
 ９．意欲ある漁業者等に対する「水産業競争力強化緊急事業」の継続 

 10．漁業・漁村が果たしている国境・沿岸水域監視をはじめ、漁業権管理や漁場管理等、水
産多面的機能発揮対策の大幅な拡充・強化 

 11．外国漁船による違法操業対策等の強化 
 12．地域のリーダーになり得る漁業人材の確保・育成強化を図るために必要な「漁業人材育

成総合支援事業」の拡充・強化 
 13．有害生物等漁業被害対策の継続・強化 
 14．養殖業の成長産業化に向けた輸出促進等および生餌の安定供給に対する支援 
 15. 水産資源の持続的利用に資する資源調査の拡充と必要予算の確保 
  16. 強度の資源管理措置に取り組む場合の漁業共済、積立ぷらすの拡充・強化 
  17. 複数の都道府県が共同して行う資源管理・種苗放流の取組支援 
 18. 脱フロン・低炭素社会の早期実現に向けた冷凍冷蔵設備への支援の拡充と要件緩和 

 19. 東日本大震災をはじめとする被災地の声を十分に踏まえた復旧・復興政策の継続 
 



 

 

北海道漁業協同組合連合会        北海道信用漁業協同組合連合会 

青森県漁業協同組合連合会        岩手県漁業協同組合連合会 

宮城県漁業協同組合           秋田県漁業協同組合 

山形県漁業協同組合           福島県漁業協同組合連合会 

福島県信用漁業協同組合連合会      茨城沿海地区漁業協同組合連合会 

千葉県漁業協同組合連合会        東日本信用漁業協同組合連合会 

東京都漁業協同組合連合会        神奈川県漁業協同組合連合会 

新潟県漁業協同組合連合会        富山県漁業協同組合連合会 

石川県漁業協同組合           福井県漁業協同組合連合会 

静岡県漁業協同組合連合会        愛知県漁業協同組合連合会 

愛知県信用漁業協同組合連合会      三重県漁業協同組合連合会 

滋賀県漁業協同組合連合会        京都府漁業協同組合 

京都府信用漁業協同組合連合会      大阪府漁業協同組合連合会 

兵庫県漁業協同組合連合会        和歌山県漁業協同組合連合会 

なぎさ信用漁業協同連合会        鳥取県漁業協同組合 

鳥取県信用漁業協同組合連合会      漁業協同組合ＪＦしまね 

岡山県漁業協同組合連合会        広島県漁業協同組合連合会 

広島県信用漁業協同組合連合会      山口県漁業協同組合 

香川県漁業協同組合連合会        香川県信用漁業協同組合連合会 

徳島県漁業協同組合連合会        徳島県信用漁業協同組合連合会 

愛媛県漁業協同組合           愛媛県信用漁業協同組合連合会 

高知県漁業協同組合連合会        高知県信用漁業協同組合連合会 

福岡県漁業協同組合連合会        福岡有明海漁業協同組合連合会 

九州信用漁業協同組合連合会       佐賀玄海漁業協同組合 

佐賀県有明海漁業協同組合        長崎県漁業協同組合連合会 

大分県漁業協同組合           熊本県漁業協同組合連合会 

宮崎県漁業協同組合連合会        鹿児島県漁業協同組合連合会 

沖縄県漁業協同組合連合会        全国共済水産業協同組合連合会 

全国漁業協同組合連合会 

 

 

北海道漁業共済組合 

青森県漁業共済組合 

岩手県漁業共済組合 

宮城県漁業共済組合 

千葉県漁業共済組合 

富山県漁業共済組合 

三重県漁業共済組合 

兵庫県漁業共済組合 

広島県漁業共済組合 

徳島県漁業共済組合 

香川県漁業共済組合 

愛媛県漁業共済組合 

福岡県漁業共済組合 

佐賀県漁業共済組合 

長崎県漁業共済組合 

熊本県漁業共済組合 

宮崎県漁業共済組合 

鹿児島県漁業共済組合 

全国合同漁業共済組合（本所） 

全国漁業共済組合連合会 

全国合同漁業共済組合（秋田県事務所） 

全国合同漁業共済組合（山形県事務所） 

全国合同漁業共済組合（福島県事務所） 

全国合同漁業共済組合（茨城県事務所） 

全国合同漁業共済組合（神奈川県事務所） 

全国合同漁業共済組合（静岡県事務所） 

全国合同漁業共済組合（新潟県事務所） 

全国合同漁業共済組合（石川県事務所） 

全国合同漁業共済組合（福井県事務所） 

全国合同漁業共済組合（愛知県事務所） 

全国合同漁業共済組合（京都府事務所） 

全国合同漁業共済組合（大阪・和歌山事務所） 

全国合同漁業共済組合（岡山県事務所） 

全国合同漁業共済組合（鳥取県事務所） 

全国合同漁業共済組合（島根県事務所） 

全国合同漁業共済組合（山口県事務所） 

全国合同漁業共済組合（高知県事務所） 

全国合同漁業共済組合（大分県事務所） 

全国合同漁業共済組合（沖縄県事務所） 

 

 


